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１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

 対象鳥獣 獣類（イノシシ・ニホンザル・ハクビシン・タヌキ・ 

アナグマ・アライグマ・ツキノワグマ・ニホンジ

カ） 

鳥類（カラス・ダイサギ・アオサギ・ゴイサギ） 

 計画期間 2021 年度 ～ 2023 年度 

 対象地域 新潟県糸魚川市 

※ ダイサギ・アオサギ・ゴイサギ（以下「サギ類」と称する。） 

 

２．鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（2020 年度） 

鳥獣の種類 
被害の現状  

品 目 被害数値  

イノシシ 
水稲 

水稲以外の農作物 

98.60a   1,159,950円 

7.84a     380,443円 

 

ニホンザル 
水稲 

水稲以外の農作物 

117.00a    100,412円 

0.55a         55,000円 

ハクビシン 

タヌキ 

アナグマ 

アライグマ 

水稲以外の農作物 6.02a      238,411円 

 

カラス 水稲以外の農作物 2.33a       66,667円 
 

ニホンジカ 水稲以外の農作物 被害数値は不明 

ツキノワグマ 
水稲 

水稲以外の農作物 
被害数値は不明 

サギ類 
水稲 

水稲以外の農水産物 
被害数値は不明（※） 

合計  232.34a   2,000,883円 

※ 正確な被害数値が把握できない水稲苗の踏圧、自宅鑑賞用の鯉及び放流

したアユ、イワナ、ヤマメなどの食害が報告されている。 
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（２）被害の傾向 

イノシシ 

主な被害の傾向は以下のとおり 

・ 時期：概ね４月～１１月 

・ 地域：市内全域 

・ 状況：水稲、そばの踏み荒らし 

野菜の食害 

人的被害発生が懸念される。 

（農地の掘り起こし被害もあり） 

ニホンザル 

主な被害の傾向は以下のとおり 

・ 時期：概ね４月～１２月 

・ 地域：市内山間部 

・ 状況：水稲、野菜、果樹の食害 

ハクビシン 

タヌキ 

アナグマ 

アライグマ 

主な被害の傾向は以下のとおり 

・ 時期：年中出没 

・ 地域：市内全域 

・ 状況：野菜、果樹の食害  

   （住宅への侵入、糞被害もあり） 

カラス 

主な被害の傾向は以下のとおり 

・ 時期：概ね５月～１１月 

・ 地域：市内全域 

・ 状況：野菜、果樹の食害 

   水稲苗の踏圧 

   （家畜の餌を食い荒らす被害もあり） 

ニホンジカ 

主な被害の傾向は以下のとおり 

・ 時期：概ね４月～１１月 

・ 地域：市内山間部 

・ 状況：野菜の食害 

ツキノワグマ 

主な被害の傾向は以下のとおり 

・ 時期：概ね４月～１１月 （年により変動あり） 

・ 地域：市内全域 

・ 状況：水稲、果樹の食害、樹木の損傷 

人的被害発生が懸念される。 

サギ類 

主な被害の傾向は以下のとおり 

・ 時期：概ね４月～１０月 

・ 地域：市内の一部地域 

・ 状況：水稲苗の踏圧 

魚類の食害 



4 
 

（３）被害の軽減目標 

指 標 現状値（2020年度） 目標値（2023年度）  

イノシシ 106.44a  1,540,393円 74.51a  1,078,275円 
 

ニホンザル 117.55a      155,412円 82.29a      108,788円 
 

ハクビシン 

タヌキ 

アナグマ 

アライグマ 

6.02a     238,411円 4.21a    166,888 円 

 

カラス 2.33a      66,667円 1.63a    46,667円 

ニホンジカ 被害数値が不明なため目標値は設けない 

ツキノワグマ 被害数値が不明なため目標値は設けない 
 

サギ類 被害数値が不明なため目標値は設けない 
 

合計 232.34a  2,000,883円 162.64a  1,400,618円 
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（４）従来講じてきた被害防止対策 

 従来講じてきた被害防止対策 課 題 

捕
獲
等
に
関
す
る
取
組 

・糸魚川市鳥獣被害防止対策協議会に

おいて、国等の補助事業を活用する

なかで捕獲用機材を導入した。 

・猟友会と委託契約を締結し、有害鳥

獣捕獲を実施した。 

・狩猟免許試験合格者の試験手数料を

全額補助し、狩猟免許取得の推進を

図った。 

・わな猟の安全と技術の向上を目的と

した研修会を開催した。 

・人的被害対策として、ツキノワグマ、

イノシシの出没時に捕獲を行った。 

・被害の拡大から被害防止活動が

市内全域に及んでいるため、捕

獲従事者の新たな担い手確保が

必要である。 

・猟友会任せではなく、被害地域

が主体となった被害防止活動が

必要である。 

・安全でかつ、効果的な捕獲がで

きるよう、安全講習や技術研修

の継続が必要である。 

防
護
柵
の
設
置
等
に
関
す
る
取
組 

・国等の補助事業を活用するなかで糸

魚川市鳥獣被害防止対策協議会が

電気柵を導入し、耕作地へのイノシ

シの侵入を防止した。 

・電気柵の普及を図るため、市が電気

柵を若干導入し、試供用として農家

に貸し出しを行った。 

・家庭菜園等の被害防止の観点から、

市独自の助成制度を創設した。 

・エサとなる放任果樹の除去を徹底す

るとともに、緩衝帯の設置や里山整

備を地域住民と林業関係者等が一

体となり取り組み生息環境管理を

行った。 

・電気柵を設置した農地の被害が

防止される反面、電気柵が設置

されていない付近の農地に被害

が移動、拡散する傾向がある。

被害に遭った農地だけではな

く、集落全体や周辺集落が一体

となって電気柵の設置を計画す

ることが必要である。 

・電気柵では個体数を減少させる

ことができない（場合によって

は一箇所に集まり増加する）た

め、捕獲と一体的に実施するこ

とが必要である。 

そ
の
他
被
害
防
止
に
関
す
る
取
組 

・被害地域住民が花火等でニホンザル

の追い払いを行った。 

・鳥獣被害防止対策の基礎知識を普及

させるため、リーフレットを作成し

被害地域に配布するとともに研修

会を開催した。 

・センサーカメラを導入し、加害鳥獣

の特定と個体数の把握に取り組ん

だ。 

・ジビエ（野生鳥獣肉）の利活用を図

るため、先進地視察や料理講習会を

開催した。 

・イノシシ等の有害鳥獣捕獲頭数

が近年増加している。ジビエ（野

生鳥獣肉）の利活用を図るため、

取組内容の検討が必要である。 
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（５）今後の取組方針 

・猟友会員及び狩猟免許を有する市職員で構成される「糸魚川市鳥獣被害対

策実施隊」を中心に、鳥獣被害防止活動に取り組む。 

・電気柵を設置した農地の被害が防止される反面、被害地域の拡散により依

然として多くの地点で痕跡や目撃の情報があり、加害鳥獣の数は依然とし

て高い水準にあると推測されるため、さらに加害鳥獣を捕獲するとともに、

電気柵による被害防除に一体的に取り組む。 

・狩猟免許の取得や猟銃等の所持許可に対して支援を行い、捕獲従事者の新

たな担い手の確保と育成を図る。 

・被害地域住民が自ら農地を守る意識づくりと体制を整備する。 

・被害に遭った農地だけではなく、集落全体や周辺集落が一体となって電気

柵を設置し、効果を維持するため、設置後は下草刈りや緩衝帯を整備する

等、適切な維持管理をする。 

・捕獲用機材を計画的に導入し、捕獲を推進する。 

・安全かつ効果的な捕獲ができるよう、安全講習や技術研修を継続して行う。 

・エサとなる放任果樹の除去を徹底するとともに、緩衝帯の設置や里山整備

を地域住民と林業関係者等が一体となり取り組み生息環境管理を行う。 

・近隣市町村にまたがる被害もあることから、周辺市町村との情報の共有と

連携を図り、被害防止対策に取り組む。 

・新潟県ツキノワグマ管理計画に基づきツキノワグマの個体数安定維持を図

るなかで、農林業被害の低減と人身被害の防止に取り組む。 

・県、学識経験者等と連携し、被害防除対策、個体数管理、生息環境整備に

取り組む中で農作物被害の低減に取り組む。 

・被害地域住民への聞き取りや関係機関との情報共有の強化等により、正確

な被害状況の把握に努める。 

 

３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 
（１）対象鳥獣の捕獲体制 

・猟友会と有害鳥獣捕獲に関する委託契約を締結し、年間を通じて銃器・わ

なによる有害捕獲を行う。 
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（２）その他捕獲に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

2021年度

～ 

2023年度 

イノシシ 

ニホンザル 

ハクビシン 

タヌキ 

アナグマ 

アライグマ 

カラス 

ニホンジカ 

ツキノワグマ 

サギ類 

・狩猟免許取得にかかる費用を助成し、捕獲従事者

の増員を図る。 

・捕獲用機材の安全な取扱いと捕獲技術の向上を目

的とした研修会を開催し、捕獲従事者の育成を図

る。 

・被害状況に応じて捕獲用機材を導入し、効果的な

捕獲体制を整備する。 

・新潟県ツキノワグマ管理計画に基づきツキノワグ

マの適正な捕獲を行う。 
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（３）対象鳥獣の捕獲計画 

 捕獲計画数等の設定の考え方 

・イノシシの捕獲頭数は令和２年度484頭。電気柵は普及してきているが、被

害地域が移動、拡散していることや加害個体数が増加していることから、

農作物の被害金額が増加しており、継続した捕獲が必要である。山間部か

ら人家付近にまでイノシシの痕跡が多く目撃されていることから、新潟県

イノシシ管理計画を踏まえ捕獲計画数を800頭程度とする。 

・ニホンザルの捕獲頭数は令和２年度39頭。農作物の被害金額は減少したが、

家庭菜園の被害は依然として発生しており、修復や回復により被害額に至

らない軽微なものが多数ある。農家の営農意欲存続のために継続した捕獲

が必要であり、新潟県ニホンザル管理計画や専門家からの意見を踏まえ、 

100頭程度の個体数調整（捕獲）を行う。 

・ハクビシン、タヌキ、アナグマの捕獲頭数は令和２年度合計325頭。農作物

の被害金額は減少したが、家庭菜園の被害は依然として発生しており、修

復や回復により被害額に至らない軽微なものが多数ある。農家の営農意欲

存続のために継続した捕獲が必要であり、捕獲計画数を各100頭程度とす

る。アライグマの捕獲頭数は令和２年度合計３頭。目撃情報があることか

ら個体数の増加を抑制するため捕獲計画数を100頭程度とする。 

・カラスの捕獲羽数は令和２年度0羽。農作物の被害金額は減少したが、水稲

苗の踏圧や家庭菜園の被害は依然として発生しており、修復や回復により

被害額に至らない軽微なものが多数ある。農家の営農意欲存続のために継

続した捕獲が必要であり、捕獲計画数を100羽程度とする。 

・ニホンジカの捕獲頭数は令和２年度187頭。家庭菜園の被害が発生しており、

修復や回復により被害額に至らない軽微なものが多数ある。また今後、樹

木の損傷被害の発生が懸念されるため、継続した捕獲が必要であり、捕獲

計画数を200頭程度とする。 

・ツキノワグマの捕獲頭数は令和２年度104頭。人里への出没はエサとなる奥

山の堅果類の豊凶状況等によって左右される。農林業被害の低減と人的被

害を防止するために、新潟県ツキノワグマ管理計画を踏まえ必要最小限の

捕獲を行う。 

・サギ類の捕獲羽数は令和２年度0羽。依然として水田や河川等で多く目撃さ

れており、正確な被害数値が把握できない水稲苗の踏圧や魚類の食害は発

生していると推測される。継続した捕獲が必要であり、捕獲計画数を50羽

程度とする。 
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対象鳥獣 
捕獲計画数等 

2021年度 2022年度 2023年度 

イノシシ 800頭程度 800 頭程度 800 頭程度 

ニホンザル 100頭程度 100頭程度 100頭程度 

ハクビシン 

タヌキ 

アナグマ 

アライグマ 

各100頭程度 各100頭程度 各100頭程度 

カラス 100羽程度 100羽程度 100羽程度 

ニホンジカ 200頭程度 200頭程度 200頭程度 

ツキノワグマ 必要最小限の数 必要最小限の数 必要最小限の数 

サギ類 50羽程度 50羽程度 50羽程度 

 

捕獲等の取組内容 

・有害鳥獣については、銃器・わなによる捕獲を積極的に実施するとともに、

効果的と考えられる場所に捕獲檻を設置し、被害低減を図る。 

・ツキノワグマについては人身被害のおそれがある場合、銃器及び罠による

捕獲を実施する。 

 

ライフル銃による捕獲等を実施する必要性及びその取り組み内容 

・鳥獣よる人身被害のおそれがある場合に用いるケースが中心であるが、冬

期間のイノシシやニホンジカの捕獲圧を高めるため、山間部において安全

が適正に確保できる場合にはライフル銃を使用した駆除も実施していく。 

 

（４）許可権限移譲事項 

対象地域 対象鳥獣 
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４．防護柵の設置その他の対象鳥獣の捕獲以外の被害防止施策に関する事項 
（１）侵入防止柵の整備計画 

対象鳥獣 
整備内容 

2021年度 2022年度 2023年度 

イノシシ 
電気柵（100.00ha） 

（整備累計1,106.7ha） 

電気柵（50.00ha） 

（整備累計1,156.7ha） 

電気柵（50.00ha） 

（整備累計1,206.7ha） 

 

（２）その他被害防止に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

2021年度

～ 

2023年度 

イノシシ 

ニホンザル 

ハクビシン 

タヌキ 

アナグマ 

アライグマ 

カラス 

ニホンジカ 

ツキノワグマ 

サギ類 

・被害防止対策に関する研修会を開催する。 

・被害防止活動に取り組む意識啓発を図る。 

・電気柵の材料費の一部を助成し、電気柵設置の普

及を図る。 

・既存の電気柵の機能維持のため、適切な管理等に

ついて、啓発や指導を行う。 

・放任果樹の除去を徹底するとともに、緩衝帯の設

置や里山整備を地域住民と林業関係者等が一体と

なり取り組み、生息環境管理を行う。 

・被害地域住民への聞き取りや関係機関との情報共

有の強化等により、正確な被害状況の把握に努め

る。 

・猟友会の協力を得ることが可能な集落へ対しては、

箱わなの貸し出しを実施する。 

・鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣

被害を防止するとともに、糸魚川市鳥獣被害防止

対策協議会及び関係機関と連携し、被害拡大防止

のため情報の共有化を図る。 

５．対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じる

おそれがある場合の対処に関する事項 

（１）関係機関等の役割 

関係機関等の名称 役割 

糸魚川警察署 住民の安全確保、パトロール 

猟友会 対象鳥獣の捕獲、パトロール 

糸魚川市 関係機関との連絡調整、住民の安全確保、パ

トロール 
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（２）緊急時の連絡体制 

通報    糸魚川警察署 
       ↑↓（情報共有） 

      糸魚川市       猟友会 

↑↓（情報共有） 

      糸魚川地域振興局 
 
６．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

・捕獲現場で埋設するなど適正に処理する。 

 

７．捕獲等をした対象鳥獣の食品としての利用等その有効な利用に関する事項 

・流通業者や消費者に対して、ジビエ（野生鳥獣肉）の年間を通じた安定

供給を図る。また、対外的なＰＲ活動により消費の拡大を検討する。 

 

８．被害防止施策の実施体制に関する事項 

（１）協議会に関する事項 

協議会の名称 糸魚川市鳥獣被害防止対策協議会 

 構成機関の名称  役割 

糸魚川市 

・事務局を担当し、協議会に関する連絡、

調整を行う。 

・協議会における事業や幹事会による具体

的な対策の検討を行う。 

ひすい農業協同組合 
・協議会における事業や幹事会による具体

的な対策の検討を行う。 

糸魚川地域振興局 〃 

新潟県農業共済組合上越支所 〃 

新潟県猟友会糸魚川支部 
協議会における事業の検討、捕獲、追払い

などの専門的な対策を実施する。 

新潟県猟友会西頸城支部 
協議会における事業の検討、捕獲、追払い

などの専門的な対策を実施する。 

新潟県鳥獣保護管理員 
協議会における事業の検討、鳥獣の生態系

の情報提供や有害鳥獣捕獲の指導を行う。 

地区代表者 被害防止活動を実施する。 

糸魚川警察署 住民の被害防止を図る。 
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（２）関係機関に関する事項 

関係機関の名称 役割 

  

  

  

  

 

 

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

・平成26年度猟友会員及び狩猟免許を有する市職員で構成される糸魚川市鳥

獣被害対策実施隊を設置（90名程度）。捕獲計画数の増を計画している中、

拡充強化し、鳥獣捕獲用わなや鳥獣侵入防止柵の設置後の定期的なパトロー

ル等を実施していく。 

 

（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項 

・野生鳥獣の生態に詳しい専門家から、鳥獣被害対策に関する助言・技術 

的な指導を受けながら現地研修会等を進め、地域住民が一体となり自ら被 

害防止活動を行えるように意識啓発の浸透に努める。 

 

９．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

・近隣市町村及び県と情報の共有、連携を図り、被害防止対策に取り組む。 

 

 

 
 

 

 


